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ACCUプログラム

カンボジア・タケオ州における農村識字調査 
岡田亜弥（名古屋大学大学院国際開発研究科助教授、プログラム参加者） 
2002年12月15日から2003年１月２日まで約３週間にわたり、名古屋大学大学院国際開発研究科（GSID）、教官２名・院生８名は、2002年度ACCU・ユネスコ青年交流信託基金事業「大学生交流プログラム」により、カンボジアで、王立プノンペン大学(RUPP)と共同で、農村女性のための識字教育の効果に関する研究のための「Nagoya－Takeo Joint Initiative for Rural Literacy Promotion」フィールドワークプログラムを実施した。 
名古屋大学・王立プノンペン大学による共同研究　

このプログラムの目的は、１）参加両校の学術・学生交流の推進と研究協力関係の強化、２）参加学生のフィールド調査法の習得と研究能力の向上、３）識字教育が農村女性の生活改善におよぼす効果と課題についてデータを提示し、研究の発展と識字教育事業の改善に資することの３点にある。GSID、RUPP、そしてタケオ州教育局の３者合同チームによる農村識字調査は、2001年７月に次いで今回が２度目である。

今回の調査は、前回同様、1998年より３年間ユニセフの支援を受けてカンボジア政府が実施した「社会開発のための住民行動(Community Action for Social Development: CASD)」事業の一環として女性の識字教育が実施されたタケオ州のダウンケオ・トラムコク両郡で行われ、実施村103村のうち、25村を訪問した。調査には、RUPPから副学長をはじめ、研究スタッフ・学生7名と、タケオ州教育局から局長ならびに行政官10名が参加した。参加者は５つの混成グループに組織され、各グループは、１日１村、合計５村ずつ訪問した。学生の大半はカンボジア農村地域を訪問するのは今回が初めてであった。

カンボジアにおける識字教育

カンボジア政府は、近年、基礎教育機会の拡大に多大な努力をしており、純初等教育就学率は、男子86.9％、女子80.7％（2001年）に達した。一方、男性の成人識字率80％に対し、女性の成人識字率は57％にとどまる。女性の識字率の低さは深刻であり、25歳以上の女性の約半数が初等教育さえ受けていない。1970年代後半のポル・ポト政権下で知識層や教員が虐殺され、国民の教育機会が奪われたという不幸な歴史による負の遺産を背負っており、今日なお非識字の撲滅と基礎教育の普及は、カンボジアの経済社会発展にとって重要な課題である。

政府は、国際機関・援助機関の支援を受けて、さまざまな女性のための識字教育プログラムを実施してきた。村民が自らのイニシアティブにより識字教育のほか、母子保健、安全な飲料水の供給、マイクロ・クレジット等の活動を行うCASD事業もそのひとつであり、タケオを含む8州で実施された。タケオ州のCASD実施村では、受講女性のために、１日２時間、週６日間の識字教室が開催され、教師には、村民によって、信望が高く教育を受けたことのある村民（多くの場合、村長）が選ばれた。教室といっても特別の建物はなく、識字教師の家（高床式）の軒下で開講されることが多い。識字教師には、給料の代わりに月あたり米10キロが政府から支給される。受講期間は６か月だが、実際には１セット４冊の教科書を終えるまで続けることが多い。農繁期には欠席者が多く、コースが中断され、１コースを終えるのに１年以上かかる場合もある。教育省から受講者全員に無料で提供される教科書には、読み書きのみならず、単元ごとに、子育て、保健、衛生、栄養、家畜の世話等に関する基礎的な知識が網羅され、教科書を進むほど身につくように配慮されている。コースを修了すると、教育省から修了証書が授与され、小学校に編入できる制度も整っているが、実際に編入した修了者はほとんどいない。成人女性が対象だが、小学校を中途退学した子どもたちも識字教室に通っている。

識字教育が農村女性におよぼすインパクト

さて、このような識字教育は受講女性やその家族、農村コミュニティにどのような影響を与えるだろうか。今回の調査では、各グループは、村で終日過ごし、ユネスコとUNDPが2000年に実施したカンボジア初の全国識字調査で使われたテストを用いて、受講者の識字能力を測るとともに、GSID院生が作成した質問票を用いて識字教育がもたらしたさまざまなインパクト（就業機会、技術、知識、生活改善、態度等）を評価するため、識字教室受講女性や識字教師を対象に調査を実施した。また、村の生活状況を理解するために、村人にインタビューを行った。 

　さらに、トラムコク郡のお寺で、周辺の10村から村民代表約70名の参加を得て、識字問題を村人自身が考え、意見を出し合い、解決策を検討するワークショップを開催した。RUPP学生はモデレーターとしてグループ討論に参加し、GSID学生は、会場の設営など裏方をつとめながら進行の様子を観察した。参加学生は、村人たちがしっかり自分の意見を持ち、非識字問題が存続する原因やその解決方法に関する考えを明確に述べていたことに感心した。また、ひとくちに村人といっても識字学習者、識字教師、小学校教員、村長等、立場が異なると問題の所在に関する認識が異なることも学んだ。村人自身が非識字の問題について語る声を直接聞いたのは、参加した教育省幹部にとっても初めてであり、貴重な経験となった。タケオ教育局の局長からは、今回の調査は、参加者全員にとって共通の「学習プロセス」となったという感想が述べられた。連日協力して調査を進める中で、GSIDとRUPP学生の間に友情と相互理解が育まれたことも大きな収穫であった。

目下、GSID院生による今回の調査データの集計・分析が進んでいる。貧困層女性の教育機会の拡大は、カンボジアが「2000年ダカール世界教育フォーラム」会議でコミットした2015年までに「万人のための教育（Education for All）」目標を達成するためにも、早急に取り組むべき課題である。本研究の成果がカンボジア女性の識字教育の推進のために役立てば幸いである。

2003年から「国連識字の10年」がスタートしたが、その新年をカンボジアで識字問題を考えながら過ごすことができたのは、大変有意義であった。このような貴重な機会を与えられたことに、あらためて心から感謝の意を表したい。
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